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１．はじめに 

近年、公共事業を実施するにあたっては、事業実施

の意思決定に対するアカウンタビリティの確保が重要な

課題となっている。また、高度成長期を通じて整備され

た多くの社会資本ストックを適切に維持・管理し、必要な

事業を着実に実施するためには、厳しい財政状況の中、

将来の負担を考慮した適切な投資計画の策定と効率

的な事業執行が求められる。 

国総研建設システム課では、これらの課題に応えるた

めに、会計的視点を活用した社会資本のマネジメント方

策としてインフラ会計の研究を進めているところである。

本稿では、その概要を紹介する。 

 

２．諸外国の公会計改革の動向 

民間企業においては、会計を通じて投資家や市場等

へのアカウンタビリティを果たし、経営管理に役立つ情

報を取得している。また、欧米先進諸国においては、社

会資本ストックの評価を発生主義により会計制度に取り

込む動きが主流である（表－１）。特に、英国、ニュージ

ーランド（以下、NZと示す）、豪州では、道路などの社会

資本ストックを再取得価額により評価し、会計制度に取

り込むことにより行政活動のマネジメントに活用している。 

2003年10月、これら3カ国における会計情報の社会

資本マネジメントへの活用方策について調査した。訪問

先は表－２のとおりである。公会計におけるインフラ資

産評価のメリットとして、NZ及び豪州の道路部局が共同

で設立したAustroadsでは、財政やアセットマネジメント

を担当する職員等での、マネジメント計画立案や予算

組みの過程でのより効率的なコミュニケーションの促進

をあげ3）、Transfund NZの担当者も、資産を一定の水

準に維持管理するためのインセンティブが高まったとし

ている。また、英国Highways Agencyでは更新会計（後

述）を使用して資産の管理に必要な費用と実際の予算

とのバランスをチェックしており、NZ、豪州は資産の減
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表－１ 海外における公会計改革の動向 1） 2） 
 日本 英国 ＮＺ 豪州 米国 

財務的なアカウンタビリティ確保 ○ ○ ○ ○ ○ 公会計の 
目的 行政活動のマネジメントへの活用  ○ ○ ○  

現金主義 ○     認識基準 
発生主義  ○ ○ ○ ○ 
財務資源 ○     測定対象 
経済資源  ○ ○ ○ ○ 
原価主義 ○    ○ 

公会計の 
特徴 

測定基準 
時価主義  ○ ○ ○  

取得原価 ○※    ○ インフラ資産 
の評価方法 再調達価額 

（再評価サイクル） 
一部自治体※ 

 
○ 

（5 年） 
○ 

（5 年） 
○ 

（5 年）  

減価償却（定額法） ○※ ○ ○ ○ ○ 資産劣化の 
表現方法 更新会計  ○   一部州政府 
※ 自治体等で任意に作成しているバランスシートにおける扱い  注） 地方や主体等により扱いが異なる場合がある 

表－２ 公会計改革動向調査の訪問先 
国 訪問機関名 

英国 Highways Agency （道路庁） 
Inter Route （道路維持管理会社） 

ＮＺ 
Treasury （財務省） 
Transit NZ （道路庁） 
Transfund NZ （道路予算庁） 

豪州 

Department of Transport and Regional Services 
（交通・地域サービス省） 

NSW Roads and Traffic Authority 
（NSW 州道路交通局） 

NSW Treasury （NSW 州財務省） 
※NSW：New South Wales 



価償却の情報を通じて維持修繕に係る予算要求の基

礎資料としている。 

これに対して、我が国の政府や地方自治体の会計は、

単年度ごとの資金の出入りを記帳する単式簿記による

現金主義会計であり、この方式では、現金収支の事実

は認識されるが、保有資産の価値の減少や将来の支払

い債務等は認識の対象から除外される。また、複式簿

記のようにフローとストックとを有機的に結びつけること

ができず、ストックに関する情報が得られない。 

これらの問題点を解消すべく、総務省（旧自治省）は

2000年3月及び2001年3月に「地方公共団体の総合的

な財政分析に関する調査研究会報告書」によりバランス

シート及び行政コスト計算書の作成方法を示した。ここ

では、作成の基礎数値として、データ入手の可能性等

の面から決算統計を用いることとされているが、国から

県等への移管や更新に伴う施設除却の状況が反映さ

れないため、インフラ資産の適切な評価が課題と考えら

れる。 

 

３．インフラ会計の概念 

企業会計の基準をそのまま社会資本整備へ適用す

ることは、その財源の調達方法や資産の意味合いなど

が異なるため困難であると考えられる。しかし、人口の減

少、財政の制約、ストックの大量更新時期の到来などの

状況を考慮すれば、社会資本の管理に会計的視点を

取り入れ、一層のアカウンタビリティ向上と戦略的インフ

ラ管理を図ることは有益な視点と考える。また、海外の

公会計改革において、前述のとおりマネジメントへの活

用を目指したものがあることは大いに参考にすべきであ

ろう。 

以上の観点を踏まえ、社会資本の管理に資するため

のインフラ会計の概念を図－１のように構築する。 

インフラ会計とは、社会資本ストックの価値を物理評

価、簿価評価、市場価値評価により適切に評価すること

により、財務会計と管理会計を構築し、アカウンタビリテ

ィの向上と戦略的インフラ管理を目指すものである。こ

の際、ストックの評価は予算など財務的な評価との連動

も容易となるよう、資産評価額（貨幣価値）を用いる。な

お、この評価を効率的に行うためには、社会資本ストッ

クに関する物理量や取得金額、資産状態（劣化状況）

などを一元的に把握することが必要である。 

 

４．インフラ資産の会計的評価方法 

（１）インフラ資産の評価手法 

資産評価に際して考慮すべき項目としては、価値の

測定基準及び評価基準の考え方、並びに、減価償却

の取り扱いがある。 

資産価値の測定基準には実際に資産の取得のため

に支出した金額を用いる「原価主義」と評価時点の時価

を用いる「時価主義」とがあり、評価基準には「取得原

価」、「再調達価額」、「正味現在価値」がある。また、こ

れらの評価基準を、どのような価格に着目しているかと

いう観点から分類すると「取得コスト」と「将来効用価値」

に分類できる。また、評価額算定の目的や対象となる資

産の特性により、劣化に伴う価値の減少を示す減価償

却の有無も組み合わせる必要がある（表－３）。 

インフラ資産の評価は、表－４に示した各手法の特

性を考慮した上で、目的に応じて選択する必要がある。 

 

（２）減価に関する評価手法 

企業会計における減価償却とは、有形固定資産の取

得原価を、利用する期間にわたって費用として配分し、

当該資産の貸借対照表を同額だけ減少させていく手続

きである。 

減価償却による価値減少の認識は、一定のルールの

下に算定するものであり、耐用年数や減価（劣化）カー

ブの設定が現実と異なる場合は、実際の価値減少（サ

ービス提供能力の低下）と対応しないという問題がある。

インフラ資産の管理という目的に即して言えば、物理的

図－１ インフラ会計の概念 

　　☆これまでの会計
・面積・延長等の物理量が不明
・ストック価格は単なる取得原価
　　　　　・除却資産も計上

☆インフラ会計

財務会計
・財務諸表

・ストック説明指標

管理会計
・資産劣化推計

・予算制約

①物理評価
　・面積・延長等の物理量
　・取得時期、劣化度
②簿価評価
　・取得原価
　・減価償却（定率・定額）
　・除却
③市場価値評価
　・再取得価額
　・繰延維持補修費　等
　・将来効用価値

・生産力効果
・リスク回避効果

・環境改善効果　　等

◎アカウンタビ
　リティ向上
・ストックの状況

・税金の有効活用

◎戦略的 　
　インフラ管理
・効果的な投資計画

・リスク管理

表－３ 評価手法の分類 
測定基準 評価基準 着目する価格 減価償却 
原価主義 取得原価 ありor なし 

再調達価額 
取得するコスト 

ありor なし 時価主義 
正味現在価値 将来効用価値 なし 

 



状態の変化を測定し、劣化を予測評価する技術のもと

に、減価に関する設定を行うことが適切と考えられ、ア

セットマネジメント等の検討による健全度評価や劣化予

測手法等の技術開発が望まれるところである。 

なお、英国の更新会計のように、社会資本ストックが

適切に維持・修繕されていれば、インフラは常に良好で

安全な状態に維持され、実質的に無限の耐用年数を持

つという仮定に基づき、減価償却を行わないという考え

方もある。この場合は、必要な維持補修費を費用として

計上するとともに、実際に支出した維持補修費が必要

な維持補修費より少ない場合は、差額を維持補修引当

金（資産価値の減少分）として計上する。 

 

５．インフラ会計の活用方策 

現在の台帳等のデータから、インフラ会計を直ちに構

築することは困難である。ここでは、仮想のデータを用

いてインフラ会計の活用方策を概説する。 

（１）財務会計としての活用 

財務会計としては、実際の資金の動きを反映した決

算に基づく情報について対外的な説明責任を果たすも

ので、以下の活用方策が考えられる。 

① インフラ資産形成状況の説明 

② 税金の活用状況の説明 

③ 資産と負債との関連についての説明 

表－５は、財務会計としての活用イメージである。社

会資本の量や状態を資産額として評価し、経年的に増

減を把握することにより、実質的なインフラ資産の蓄積

状況や劣化状況を把握することができると考えられる。 

この仮想ケースでは、平成15年度に取得・更新に約1

0億円投資したが、更新等に伴う除却が0.9億円、減価

償却が6.1億円あり、実質的な資産形成は約3億円だっ

たことがわかる。また、トンネルは資産評価額の増加額

が負で平均資産年齢も高いことから、更新が少なく劣化

が進んでおり、さらに、舗装は除却額が大きく、耐用年

数前に更新を行っている可能性があると推測できる。 

また、本データを用いて、バランスシートや行政コスト

計算書を作成すれば、総資産額に占める将来世代によ

る負担額や発生主義に基づく行政コストについて、より

正確に把握することができる。 

 

（２）管理会計としての活用 

管理会計としては、資産の状態および評価額を反映

した戦略的インフラ管理を行うものであり、以下の活用

方策が考えられる。 

① 将来の維持更新費用の評価 

② 客観的指標による管理目標の設定 

③ 効率的な投資計画の策定 

図－２は、1km区間の道路舗装についての修繕計画

の策定イメージである。当初の資産評価額の分布を把

握し、資産の減価（劣化）カーブを予測し、修繕計画を

設定することにより、将来の資産評価額を管理指標とし

た比較案の評価を行うことができると考えられる。 

この仮想ケースでは、舗装100m2の資産評価額の最

低管理水準を34万円（最大100万円）とし、各修繕工法

の選定条件、費用、資産評価額回復条件を設定（例え

表－５ 社会資本ストックの資産評価のイメージ 
H15 年度末状況（※データは仮想の数値である）単位：万円 

平均 平均
増加額 取得・ 除却 減価 耐用　資産

更新 償却 年数 年齢
舗装 754,820   7,490     57,970   ▲6,080 ▲44,400 1,012,860   30     17     
橋梁 242,070   3,230     6,720     ▲390 ▲3,100 894,210      100    78     
トンネル 188,700   ▲5,100 300       0 ▲5,400 440,300      50     35     
堤防 532,330   1,320     9,180     ▲30 ▲7,830 1,131,200   100    68     
．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．．
土地 1,735,200 21,200   21,200   ― ― ― ― ―
．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．．
合計 3,618,400 31,230   101,370 ▲9,110 ▲61,030 3,871,350   ― ―

種類 評価額
Ｈ１４年からの

 減価償却費
累計

平均資産年齢 ＝             ×平均耐用年数 
評価額＋減価償却費累計 

減価償却費累計 

表－４ 資産評価手法の特徴 
 概要 特徴 

取得 
原価 

実際に資産を取得した時
点の価額に基づいて評
価額を算定 

・ 恣意性が排除された正確な数値であり、財源との対応関係を把握し負債の管理を行うため
には有用 

・ 取得時のデータが残っていない場合には正確な数値を把握できない 
・ 取得時期の異なる資産に関する評価を行う場合は合理的ではない 

再調達 
価額 

所有する資産を評価時
点で取得すると仮定した
場合に支出すべき金額 

・ 資産の減価分を維持管理等にかかる費用と対応させることにより、ストック評価額と維持管
理費等の予算額との整合を図ることが可能 

・ 取得時点の異なる資産の価額や資産に関する費用を正確かつ時系的に把握することが可能 
・ 技術的判断に基づく推計を行うため、取得原価と比較して客観性に劣る 

将来効 
用価値 

資産が社会全体にもたら
している将来効用をキャ
ッシュフローとみなし、そ
の現在価値を評価 

・ 資産の効果を直接的に評価できる 
・ 取得時点の異なる資産がもたらる効果を比較することが可能 
・ 評価手法として、費用便益分析における便益を用いる手法や、ストック総量等に基づいたマ

クロ的な評価手法が考えられるが、現段階では広く合意を得られていない 
 



ば、評価額が43万円以下の場合は打ち換えを選択し、

費用は1万円／m2、評価額は100万円に回復）した上で、

3通りの修繕計画を評価した。その結果、当初から予防

修繕を行い、費用対効果（B’／C）を修繕箇所選定の判

断指標に用いたケース③が最も投資額が少なく、かつ、

将来の資産評価額の推移も良好に維持できると評価さ

れた。また、投入する修繕費を変化させた場合の影響

などを分析すれば、最適な投資計画の策定を行うことが

できる。 

図－３は、一定の地域における維持修繕の投資計画

を策定するイメージである。当該地域内の社会資本の

維持修繕に必要な将来の投資額を算出し、予算制約

条件のもとに将来の資産評価額の推移を分析すること

ができると考えられる。 

この仮想ケースでは、予算制約が6億円／年であるケ

ース①では資産評価額を維持できるものの、4億円／年

であるケース②では維持できない。また、例えば性能評

価指数を「最適な状態に対する現在の資産評価額の割

合」とし、最低管理水準を40％と設定すれば、ケース②

の場合は、およそ30年後から管理水準以下の施設が発

生することが予想される。 

このように、資産評価額を用いて社会資本の管理計

画を策定することにより、個々の施設だけでなく、異なる

部材や施設を包含した群としてのマネジメントや地域間

のバランスを検討する際の情報とするとともに、維持修

繕事業における費用対効果（費用に対する評価額の回

復度）の算出など、国民とのコミュニケーションを図るた

めのツールとして活用することができると考えられる。 

 

６．おわりに 

現状では、インフラ会計の構築を前提としたデータ整

備は行われておらず、インフラ会計の導入にあたっては、

今後のデータ整備の方法から変革していく必要がある。

また、インフラ会計は、ストック評価手法、資産の劣化に

係る予測手法、維持修繕技術の評価等、社会資本スト

ックに係る様々な技術の上に成り立つテーマでもある。 

導入に向けての課題は多いが、インフラ会計の構築

を通じて、外部的にも内部的にも社会資本ストックの現

状とマネジメントの必要性についての正確な理解が進

み、将来にわたり持続可能で効率的な社会資本整備が

進むことを期待している。 
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図－２ 道路舗装の最適な修繕計画の策定イメージ 
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【修繕計画の評価】 
ケース①：資産評価額≦34で修繕 
ケース②：ケース①に加え、B’の大きな箇所から予防修繕 
ケース③：ケース①に加え、B’／Cの大きな箇所から予防修繕 
※ケース②、③は、あらかじめ必要な修繕費（毎年定額）を算定する 
※修繕工法は打ち換え、オーバーレイ、表面処理とし、それぞれ 

工法の選定条件、費用 C、資産評価額回復量 B’を設定 
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図－３ 地域毎の投資計画策定イメージ 
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